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トルコインフレ率 15年ぶりの高水準に
次回会合にて追加利上げか

 トルコ統計局が公表した9月のＣＰＩは前年同月比で24.5％の上昇となった。
 同日に公表されたＰＰＩも8月から急加速となる。企業はエネルギー高と原材料高に直面している。
 トルコ中央銀行は次回会合での追加利上げに踏み切ることができるかの判断を迫られるか。

（審査確認番号 2018-TＢ281）

トルコ統計局が10月3日に公表した9月の消費
者物価指数（ＣＰＩ）は、前年同月比で
24.5％の上昇となりました（図表1）。2ケタ
の伸びは14ヵ月連続となっており、およそ15
年ぶりの高水準に達しました。米国人牧師の
長期拘束問題に端を発したトルコリラ急落が
影響し（図表2）、家具・家庭用品や交通、食
品などあらゆる分野の物価が上昇しました。
今後も物価上昇が継続した場合、さらなる投
資や消費の落ち込みが予想され、実態経済へ
の悪影響が鮮明になってくるものとみられま
す。また、中央銀行に対し、いっそう利上げ
圧力が高まりそうです（図表3）。

図表1：消費者物価と生産者物価は急上昇
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図表3：9月に政策金利を24.0％としたばかり

出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

※トルコの政策金利の推移

9月の生産者物価指数（ＰＰＩ）も同日に発
表されました。前年同月比46.2％と、8月の
32.1％から上昇率が急加速し、約16年ぶりの
強い伸びを示しました（図表1）。企業は、エ
ネルギー価格の上昇に加え、原材料価格の上
昇にも直面しています。ＰＰＩ上昇率の加速
はインフレ圧力の増大を示唆しているとみら
れ、ＣＰＩ上昇率は今後一段と加速する可能
性があります。

トルコ中央銀行は、9月の金融政策決定会合
において主要な政策金利を6.25％引き上げ、
年24.0％としたばかりです（図表3）。市場で
は、インフレ抑制と通貨防衛のために今月25
日の次回会合で追加利上げを行う必要性があ
るとの指摘があるものの、中央銀行は金融引
き締めを嫌うエルドアン大統領の下で追加利
上げに踏み切ることができるかの判断を迫ら
れることになりそうです。

図表2：8月には対米ドルでトルコリラが急落
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